
令和６年度 第２回海老名市下水道運営審議会 次第 
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１ 開 会 

 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 議 題 

 

（１）下水道使用料水準の検証について（第１回） 

 

 

 

 

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉 会 

 

 



資料１



















 

    











*3  



 1 0 0

 

 1 0 0

 



 

 



5 8











 

 

 

 

 

 

海老名市 財務分析報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税理士法人ＴＭＳ 

 

 

 

 

 

 



2 
 

 

目  次 

 

 

1. 損益計算書分析 .............................................................................................................................. 3 

(1)損益計算書とは ................................................................................................................................... 3 

(2)損益計算書の科目 ............................................................................................................................... 4 

(3)年度比較損益計算書 ........................................................................................................................... 5 

 

 

２. 貸借対照表分析 ............................................................................................................................ 6 

(1)貸借対照表とは ................................................................................................................................... 6 

(2)貸借対照表の科目 ............................................................................................................................... 7 

(3)年度比較貸借対照表 ........................................................................................................................... 8 

 

 

３. 財務諸表の指標分析 ..................................................................................................................... 9 

(1)収益性を示す指標 ............................................................................................................................... 9 

(2)資産と負債の比率を示す指標 .......................................................................................................... 11 

 

４. 財務分析 .................................................................................................................................... 13 

(1)損益計算書や収益性を示す指標の考察 ..........................................................................................13 

(2)貸借対照表や資産と負債の比率を示す指標の考察 .......................................................................13 

(3)総合的な考察.....................................................................................................................................13 

 



3 
 

１．損益計算書分析 

 

（１）損益計算書とは 

損益計算書（P／L：Profit and Loss statement）とは一事業年度における当該事業の経営

成績を明らかにするために、その期間中に得た全ての収益とこれに対応する全ての費用を記載

し、純損益とその発生の由来を明らかに表示した報告書をいう。 
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（２）損益計算書の科目 

 

 

営業収益

下水道使用料 下水道使用料

他会計負担金 一般会計繰入金（雨水処理費等）

その他営業収益 その他営業収益

営業費用

管渠費 管渠の維持管理費

流域下水道等管理費 流域下水道の維持管理費

普及促進費 下水道事業の普及促進費

業務費 下水道使用料の賦課徴収に要する経費

総係費 事業全般に要する経費

減価償却費
固定資産の取得費を各事業年度に配分す

る際の固定資産経済的価値減少分

資産減耗費 固定資産の除却費用

営業利益 下水道事業から生じた損益

営業外収益

他会計負担金 一般会計繰入金（雨水処理費等以外）

国庫補助金 国からの補助金（経費充当分）

県補助金 県からの補助金（経費充当分）

⾧期前受金戻入
固定資産の取得等に充てるために交付を

受けた補助金等の収益化額

雑収入 その他営業外収益

営業外費用

支払利息等 企業債利息

雑支出 その他営業外費用

経常利益 通常の活動から生じた損益

特別利益

固定資産売却益 固定資産売却益

過年度損益修正益 過年度損益修正益

その他特別利益 その他特別利益

特別損失

過年度損益修正損 過年度損益修正損

その他特別損失 その他特別損失

当期利益 今年度の最終的な損益
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（３）年度比較損益計算書 

 

 

  
単位：円

令和5年度 令和4年度 令和3年度

営業収益 2,067,102,651 2,008,917,362 1,855,291,194

下水道使用料 1,924,846,151 1,864,728,062 1,721,174,994

他会計負担金 141,240,000 142,925,000 132,535,000

その他営業収益 1,016,500 1,264,300 1,581,200

営業費用 2,581,344,550 2,665,003,258 2,459,534,055

管渠費 107,104,207 147,657,877 128,550,552

流域下水道管理費 663,827,273 757,179,091 582,799,091

普及促進費 598,203 787,368 1,774,614

業務費 82,929,754 80,935,808 79,131,723

総係費 136,185,751 91,028,972 93,289,722

減価償却費 1,590,070,703 1,579,621,803 1,570,607,309

資産減耗費 628,659 7,792,339 3,381,044

営業利益 -514,241,899 -656,085,896 -604,242,861

営業外収益 1,043,277,971 1,058,763,780 1,047,391,758

他会計負担金 45,518,000 45,783,000 44,731,000

国庫補助金 6,500,000 20,820,000 15,000,000

県補助金 0 2,585,000 4,060,100

⾧期前受金戻入 991,247,021 989,575,780 983,592,438

雑収入 12,950 0 8,220

営業外費用 144,264,716 157,360,720 172,731,511

支払利息等 137,489,384 149,670,697 165,778,990

雑支出 6,775,332 7,690,023 6,952,521

経常利益 384,771,356 245,317,164 270,417,386

特別利益 6,373,907 279,233 463,031

固定資産売却益 70,250 0 197,325

過年度損益修正益 0 8,432 70,858

その他特別利益 6,303,657 270,801 194,848

特別損失 0 0 1,104,745

過年度損益修正損 0 0 945,245

その他特別損失 0 0 159,500

当期純利益 391,145,263 245,596,397 269,775,672

損益計算書
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２．貸借対照表分析 

 

（１）貸借対照表とは 

貸借対照表（B／S（Balance Sheet）とは一定の時点（決算）における当該事業の財政状況を

明らかにするため、保有する財産（資産）とその財源である負債・資本を表示した報告書をい

う。 
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（２）貸借対照表の科目 

 

 

  

資産の部

固定資産

有形固定資産

土地、構築物など 下水道事業を行うにあたり長期にわたって使用する目的で所有する資産

減価償却累計額 固定資産の経年劣化に伴う価値減少額（減価償却費）の累計

建設仮勘定 翌年度以降の工事のために支出された 委託料等

無形固定資産

施設利用権 流域下水道施設建設費の市負担額

投資その他の資産

出資金 他への出資額

流動資産

現金預金 現金及び預金

未収金 使用料等の調定済未収金

前払金 支払った手付金

貸倒引当金 未収入金に対する徴収不能見込み額

負債の部

固定負債

企業債 発行した企業債のうち返済期限が１年を超えるもの

他会計借入金 他会計からの借入金

流動負債

企業債 発行した企業債のうち返済期限が１年以内のもの

未払金 代金の支払いが済んでいないもの

賞与引当金 翌年度に支払う事が予定されている賞与のうち、当年度負担の金額

法定福利費引当金 上記の賞与に対する社会保険料の市負担見込額

その他流動負債（預り金） 第三者からの預り金

繰延収益

⾧期前受金
固定資産取得の際に、国県等から受け入れた補助金。

将来に収益化するために負債に計上する。

⾧期前受金戻入累計額 ⾧期前受金の収益済累計額

資本の部

資本金

固有資本金 企業会計開始時の資本金額

組入資本金 利益を資本金に組み入れた金額

剰余金

資本剰余金 受贈財産評価額等

利益剰余金 過年度における利益のストック
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（３）年度比較貸借対照表 
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３．海老名市の財務分析 

決算において作成した損益計算書と貸借対照表について過去の決算額や他団体決算額との比

較をすることで海老名市下水道事業の現状をより深く分析する事が可能となります。 

なお、下記に示す全国平均指標は、総務省が公表した「令和4年度地方公営企業年鑑」及び

「令和4年度地方公営企業等決算の概要」法適用企業の全国平均値を使用しております。 

 

（１）収益性を示す指標 

 

「総収支比率」 

 総収益と総費用の比率を表すもので、100％を超えると総収支が黒字となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総収益比率は前年度と比較して 5.7％改善しております。全国平均も上回っており、収益性につ

いて良い結果であるといえます。 

  

・下水道事業総収益÷下水道事業総費用 

算定式 

・令和３年度：110.2％ 

・令和４年度：108.7％ 

・令和５年度：114.4％（全国平均：105.1％） 

指標数値 
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「経常収支比率」 

 下水道使用料・一般会計繰入金等の収益で、維持管理費・企業債支払利息等の費用をどの程度を

賄えているかを表す指標で、100％を超えると単年度の収支が黒字となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経常収益比率は前年度と比較して 5.4％改善しております。全国平均も上回っており、収益性に

ついて良い結果であるといえます。 

 

 

「営業収支比率」 

 下水道使用料等の営業収益で、通常の営業活動で支出される維持管理費等の営業費用をどの程度

賄えているかを表す指標で、100％を超える部分が営業利益となり、100％を超える値が大きいほど

本業の成績が良いことを意味します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 営業収益比率は前年度と比較して4.7％改善しております。100％には満たないものの、全国平均

も上回っており、収益性について良い結果であるといえます。 

 

 

  

・経常収益÷経常費用 

算定式 

・令和３年度：110.3% 

・令和４年度：108.7% 

・令和５年度：114.1%（全国平均：105.0％） 

指標数値 

・営業収益÷営業費用 

算定式 

・令和３年度：75.4％ 

・令和４年度：75.4％ 

・令和５年度：80.1％（全国平均：65.0％） 

指標数値 
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（２）資産と負債の比率を示す指標 

 

「自己資本構成比率」 

 総資本に対する自己資本の比率により財政状態を長期的に分析する指標で、比率が高いほど経営

に安定性があるとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自己資本構成比率は前年度と比較して 0.1％改善しております。全国平均も上回っており、経営

に安定性があるといえます。 

 

 

「流動比率」 

 １年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる資産がある状況を示す指標で、一般的に

100％を下回る場合は１年以内に現金化できる資産で１年以内に支払わなければならない負債を賄

えておらず、支払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があるとされています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流動比率は前年度と比較して34.1％改善しております。全国平均も上回っており、支払い能力が

高くなってきています。 

  

・（資本合計＋繰延収益）÷負債資本合計 

算定式 

・令和３年度：70.8％ 

・令和４年度：71.6％ 

・令和５年度：71.7 %（全国平均：65.7％） 

指標数値 

・流動資産÷流動負債 

算定式 

・令和３年度：63.1% 

・令和４年度：53.6 % 

・令和５年度：87.7 %（全国平均：73.5％） 

指標数値 
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「現金比率」 

 現金預金で流動負債をどの程度支払うことができるかを示す指標で、この比率が高いほ

ど即時の支払い能力が高く、20％以上あることが望ましいとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現金比率は前年度と比較して34.0％改善しております。全国平均も上回っており、支払い能力が

高くなってきています。 

  

・現金預金÷流動負債 

算定式 

・令和３年度：38.8％ 

・令和４年度：29.4％ 

・令和５年度：63.4％（全国平均52.1％） 

指標数値 
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４．損益計算書分析 

 

（１）損益計算書と収益性を示す指標の考察 
・収益性について 

金額に多少の前後はあるものの、各年度において利益が計上されております。これは、

令和４年度に実施した料金改定や人口増加により下水道使用料収入が毎年度増加してい

ることが要因の一つとして考えられます。 

 

・一般会計繰入金について 

下水道事業では、一般的に損益計算書・営業外収益の「他会計負担金」を増加させな

いことが大切といわれています。他会計繰入金は概ね横ばいとなっております。 

 

（２）貸借対照表や資産と負債の比率を示す指標の考察 

・企業債残高の動き 

貸借対照表・固定負債と流動負債「企業債」の合計額から企業債の残高が把握できま

すが、毎年度５～７億円減少しております。 

 

・支払能力について 

「流動比率」や「現金比率」が前年度に比べて大幅に改善しておりますが、これには

令和５年度決算では現金預金が「他会計借入金」により 300,000 千円の資金調達をして

いることが影響しています。どちらの指標も全国平均を上回っておりますが、資金繰りを

安定させるためには更なる改善が必要です。 

 

・自己資本について 

「自己資本構成比率」が毎年度１％ほど増加しております。これは、各年度において計

上している利益を企業内にストックできている事が要因です。安定的な経営をするために

はこの状態を継続する事が大切です。 

 

（３）総合的な考察 

上記のように経営指標は概ね良好である点を考慮するとしばらくは安定経営が継続

できる見込みであると判断できます。 

しかし、人口減少や物価上昇など公営企業を取り巻く環境は厳しい方向に向かう事が

予測されている中、インフラ事業として安定な経営をしていくためにはこれの状況を継

続し、環境の変化に対応して行く必要があると考えられます。 



下水道使用料水準の検証について（第１回）

海老名市まちづくり部下水道課
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令和６年度第２回海老名市下水道運営審議会（令和６年８月２日）
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１ 下水道使用料水準の検証の流れ

２ 算定の条件設定

2令和６年度第２回海老名市下水道運営審議会（令和６年８月２日）



１ 下水道使用料水準の検証の流れ

3令和６年度第２回海老名市下水道運営審議会（令和６年８月２日）

定期的(３～５年)に検証を行い、検証結果によって、改定するか否かの決定をしてきま
した。
平成23年度及び平成26年度の検証では、使用料改定の必要はなしとの結論になりました。
平成29年度は企業会計移行のため検証を行っていません。
企業会計移行から３年が経過したことから、令和２年度に検証を行い、令和４年４月に

１４年ぶりとなる改定を行いました。
令和４年４月の改定に当たっては、令和４年度から令和６年度の３年間を算定期間とし、

検証を行いました。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

使用料水準の検証 ● ● ●

使用料改定 ★ ★

（１）これまでの使用料水準の検証および改定歴

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

使用料水準の検証 ● ●

使用料改定 ★

企
業
会
計
移
行



１ 下水道使用料水準の検証の流れ

4令和６年度第２回海老名市下水道運営審議会（令和６年８月２日）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
事後検証
(モニタリング) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

経営戦略の見直し
・改定(ローリング) ● ● ●

投資財政計画の

見直し・改定
● ● ●

使用料水準の検証 ● ● ●

また、定期検証とは別に以下の場合は使用料水準の検証を行うものとします。

・ 想定外の社会情勢の変化（急激な物価上昇・燃料費高騰など）があった場合
・ 経営目標で掲げた経営指標等の数値が目標を大幅に下回る（決算時のモニタンリン
グ・決算値を反映させた推計など）場合

令和６年度改定の海老名市公共下水道事業経営戦略にて設定したスケジュールに基づき、
使用料水準の検証を行います。
今年度は、令和７年度から令和１０年度の４年間を算定期間とし、現在の使用料で運営が
可能か試算を行い、使用料改定を行うか検証を行います。

（２）今後の使用料水準の検証スケジュール



１ 下水道使用料水準の検証の流れ
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＜経営目標で掲げた経営指標等の数値＞

目的 指標名 目標

継続性

黒字経営 純利益 （毎年度） 1億円以上

運転資金の確保

流動比率 （R15年度末）100.0％以上

年度末
現金残高

（R15年度末）10億円以上

効率性

収益性の確保 経常収支比率 （毎年度）100.0％以上

経費回収率の維持 経費回収率 （毎年度）100.0％以上

健全性
企業債発行の

適正管理
企業債残高 （R15年度末）115億円以下
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財政計画等の策定・確認

使用料算定期間の設定

使用料対象経費の算定

収支過不足の確認

① 使用料算定期間内の運営経費等を把握
 中長期収支見通しの作成  経営戦略改定済

② 使用料経費を積算する期間的範囲を設定
 使用料の妥当性検証の重要な契機ともなるべき算定期
間の設定が十分か。
(国は３年から５年が適当としている。)

③ 公費負担分等を控除して使用料対象経費を算定
 点検・調査・改築修繕等の必要な費用を計上している
か。
(物価上昇、電気代高騰、人件費の増加等も加味する。)

④ 収支過不足を確認し、使用料改定を行うか判断
 使用料改定の要否等は、収支バランスの均衡を基礎とし
て判断をする。
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・算定期間を令和７年度～令和１０年度の４年間に設定

・毎年度、物価上昇率２％を見込んだ費用で算出

・算出のベースは令和６年度改定の経営戦略のデータ

・令和５年度決算、令和６年度予算を反映


